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2017年12月21日 2018年の米国経済の見通し 
2017年12月21日 日銀の金融政策（2017年12月） 

名目GDPの拡大などを背景に株価は堅調に推移しよう 

（No.2,937） 
〈マーケットレポートNo.5,795〉 

2017年12月27日 

景気拡大を背景に株式市場は堅調な展開が続こう 

 物価は消費者物価指数（除く生鮮食料品、前年

同月比）が日銀の2%の物価目標を下回る17年

は＋0.5％、18年は＋0.9％と予想され、日銀の

緩和的な金融政策は続くと見られます。 

 17年度の企業業績は、グロ－バル景気の回復を

背景に、数量増、価格引き上げが牽引して増収増

益となり、売上高は前年度比+7.2％、経常利益

は同＋17.1％と予想します。18年度の企業業績

は景気拡大継続を背景に売上高は同＋2.5％、

経常利益は同＋9.5％と予想します。 

 17年の国内景気は、グローバル景気の回復から輸

出が増加基調となる中で、設備投資の好調などか

ら拡大が続いています。18年は外需の好調に加え

て、内需も堅調な雇用所得環境などを背景に、緩

やかな拡大が続く見通しです。 

 日本の実質GDP成長率は、17年は+1.7％、

18年は+1.2％と、4年連続で潜在成長率（弊

社推計+0.7％程度）を上回る成長が続くと予想

しています。また名目GDP成長率は 17年は

+1.4％、18年は+1.9％を予想しています。 

 緩やかな景気拡大が続く見通し 
潜在成長率を上回る見込み 

2018年の日本経済と株式市場の見通し 

 日経平均株価が1990年代後半の高値を上回ってきたのは、名目GDPの規模が20年前のピークを超えて

きたことが大きな背景と考えられます。株価と名目GDPは連動して動く傾向があります。18年の株式市場は、

北朝鮮や中東などの地政学リスクには注意が必要ですが、名目GDPの拡大に加えて、企業業績の好調や

PER（株価収益率）などバリュエーション面から割高感に乏しいことなどから、堅調に推移すると見られます。 

（注1）データは2015年度～2018年度。2017年度以降は三井住友アセット 
      マネジメント予想。 
（注2）対象は三井住友アセットマネジメントの調査ユニバース（224銘柄）。 
（出所）各社データを基に三井住友アセットマネジメント作成 

（注）データは1995年1-3月期～2018年10-12月期。東証株価指数（TOPIX）  

     は四半期平均値（直近値は2017年10月2日～12月26日の平均値）。 

     名目GDPの2017年10-12月期以降は三井住友アセットマネジメント予想。 

（出所）内閣府、Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント     

      作成 

【日本の名目GDPと東証株価指数（TOPIX）】  

物価は緩やかに上昇 
企業収益は増収増益の見通し 

（ポイント） （兆円） 

【日本企業の業績見通し（除く金融）】 

（年） 

（単位：10億円）

決算期（年度） 売上高 前年比 営業利益 前年比 経常利益 前年比

2015 396,317 0.7% 29,775 11.8% 29,488 2.9%

2016 382,892 ▲ 3.4% 29,396 ▲ 1.3% 30,568 3.7%

2017（予） 410,401 7.2% 34,385 17.0% 35,794 17.1%

2018（予） 420,538 2.5% 37,444 8.9% 39,180 9.5%

http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/usa/news171221us.html
http://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/japan/news171221jp.html

